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１．はじめに
地球温暖化問題や増え続ける廃棄物問題への対応
が迫られるなかで，環境と経済が両立する循環型社
会形成を目指して，各種リサイクル法を初めとする
様々な政策が推進されている。消費者の立場では，
消費者一人ひとりが環境のことを考えて行動するグ
リーンコンシューマー（環境への配慮を優先する消
費者）としての役割が求められている。なかでも，
環境に配慮した購買行動は循環型社会形成の柱であ
るRefuse（断り），Reduce（減らす）、Reuse（再使
用）、Recycle（再利用）の４R活動のうち，Reuseを
除く３R活動の実践に該当する。
グリーンコンシューマーやライフスタイルに関す
るアンケート調査が環境省や東京都により行われて
いる １－９）。環境問題が社会的に認知されるに従い，
環境保全の取り組みに対して「～すべきだ」と判断
する人の割合は高くなったが，この意識の高さが必
ずしも行動に結びついていないことが報告されてい
る。2004年６月に実施された「環境にやさしいライ
フスタイル実態調査」は国民の環境保全に関する取
り組み状況等の把握を目的としたものである 2）。こ
のなかに，ものを買う時の環境への配慮，買い物の
際の行動，環境配慮企業の印象など，購買行動と環
境配慮の意識に関する質問項目がある。ものを買う
ときの環境への配慮意識については，「環境保全のた
めによいことだと思う」との問いに，「大変そう思う，
ややそう思う」と回答した人は88.5%に上ったものの，
「具体的に何をして良いか分からない」との問いに
「大変そう思う，ややそう思う」と回答した人は
37.1%あった。買い物の際の行動で，「同じ種類なら，
高くても環境にやさしい商品を選択する」に対して
「いつも，だいたい行っている」人は31.8%にとどま
り，「リサイクルや環境にやさしい商品販売に積極的
な店を選ぶ」について，「いつも・だいたい行ってい
る」人は26.5%であった。
上記の調査は全国レベルでおこなわれたものであ
るが，消費者の購買行動に関して岡山県の地域レベ
ルで調査した事例は見あたらない。そこで本研究で
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は，岡山県で活動する消費生活団体の協力を得て，
会員を含む地域周辺の人を対象にしたアンケート調
査を実施し，消費者の購買行動に関する意識を考察
したので報告する。
２．アンケート調査
（１）調査対象者と調査方法
県内で活動する岡山県消費生活問題研究協議会の
岡山支部，倉敷支部，高梁支部の会員に対して，各
支部の事務局を通じてアンケート調査用紙の配布の
協力を依頼した。調査期間は2007年２月16日～３月
26日であり，20歳以上の355人から回答を得た。全回
答数355人のうち，住所地域が無記入の者を除いた
309人（87%）を有効回答数とした。各質問項目は地
域別（住居地の市町村）および年代別に集計し，回
答者数と回答割合を求めた。なお，回答欄に記入の
ないものや複数回答されたものは「無効・無回答」
として処理した。
（２）調査内容
東京や内閣府および環境省等が行ったライフスタ
イルや消費者の環境配慮意識の調査では，環境問題
への関心や考え方，環境保全行動などに関する幅広
い質問項目が設定されている３～６）。本調査では，消
費者の購買時における環境配慮意識を調べるため，
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日常の購買行動，マイバッグの取り組み，企業イメ
ージ，商品選択時の環境配慮（簡易・省包装，詰め
替え容器等の利用），店頭回収の利用状況に関する調
査項目を設定した。作成した27問からなる調査用紙
を表１-１及び１-２に示す。なお，調査項目には，
岡山県がエコ事業所認定店として登録している小売
店（スーパーが主体）についての認知状況と利用状
況を加えた。エコ事業所認定店とは，岡山県が2004
年に設立したエコ事業所認定制度で認定を受けた小
売店を指している。エコ事業所認定制度では，３R
推進の行政施策として企業の環境配慮行動を促すた
め，環境配慮行動に関する認定基準項目を設けて認
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定小売店の登録を行っており，アンケート調査前の
時点で公表された認定小売店（2006年９月公表）は
県下に148店舗あった。
３．岡山県消費生活問題研究協議会の活動
岡山県消費生活問題研究協議会は1973年に設立さ
れた岡山県の消費者団体であり，岡山県消費生活セ
ンターが事務局として支援を行ってきた。活動目的
は消費生活に関する知識の普及及び各種の実践活動
を通じて消費者主権の確立を図り、住民生活の安定
及び向上に寄与することであり，県内一円に支部会
員を置く組織である。
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４－２　消費者の購買行動
（１）消費者の購買回数（問い１）
購買回数について聞いたところ，年齢別に見ると，
40代，60代では「毎日，３～４日」買い物をする人
は７割を超えていた。60代では,「ほぼ毎日買う」が
２割を占めた。「毎日買う」人は年齢が高くなるほど
多い傾向が見られた（図１）。
地域別に見ると，「毎日」買い物に行く人は倉敷市
25%（15人），岡山市19%（13人）で多く，吉備中央
町，備前市で０～１人と低かった。「毎日」および
「３～４日」を併せると，早島町，瀬戸内市，倉敷市，
総社市は７割を超えており，いずれも県南地域であ
った。
（２）購買の主な店舗先（問い２）
買い物を百貨店，スーパー，小売り・専門店のど
こでするか聞いたところ，85%（263人）がスーパー
と答えた。年代別では，30～60代で９割を超えたが，
70代は60%でやや低く，小売・専門店を利用する人
が９%，複数の店舗形態を利用する人が27%であっ
た（図２）。地域別の違いは特に見られなかった。
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主な活動としては，消費者意識・食の安全に関わ
る問題・環境問題についての学習ならびに啓発，資
源のリサイクルおよび省エネルギー運動の促進など
である。消費者自らで連携を深めながら、家庭、職
場はもとより、あらゆる機会において消費者意識を
推進するなど、自らの参加による消費者活動の促進
と実践を図るだけでなく，自然環境に調和した生活
様式の定着を目指す運動（食廃油による石けんづく
り）も展開している。
４．結果と考察
４－１　回答者の属性
回答者309人の構成は男性19人（6.1％）、女性271人
（87.7％）、性別不明19人（6.1％）であり，詳細を表
２に示す。調査依頼した地域の支部の関係上，岡山
市70人（23％）、倉敷市59人（19％）、高梁市58人
（19％）が回答者全体の６割を占めた。年代別には50
代～70代が回答者全体の76％を占めており，偏った
年代構成になった。但し，今回のアンケート調査で
は，家庭内で主に買い物をする人が記入することを
明記したので，主たる購買行動者の意識としてみる
ことにした。
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（３）エコ事業所認定小売店の利用
①　エコ事業所の認知状況（問い３～５）
環境に配慮した小売店の認定を受けているエコ事
業所認定小売店の認知状況を調べるため，「エコ事業
所として認定されている小売店があることを知って
いるか」について質問し（問い３），その結果を図３
に示した。知っていると回答した人は24%（73人）
で認知度が低かった。地域性の違いは特に認められ
ないが，年代別では20代および30代で知っていると
回答した人が殆どいないのに比べて，40代および60
代では２割の人に，50代および70代では３割の人に
認知されていた。
また，住んでいる周辺地域で岡山エコ事業所認定
の小売店があるか聞いたところ（問い４），あると回
答したのは6.8%（21人）と低く，ないと回答した人
（7.4%，23人），或いはわからないと回答した人
（81%，251人）が多かった（図４）。岡山県エコ事業
所認定制度では，認定小売店であることを示す『岡
山エコ事業所認定マーク』が設けられている。この
マークについて小売店の内外で見たことがあるか聞
いたところ（問い５），見たことがあると回答した人
は27%（84人）で，見たことがない人は64%（197人）
と多かった（図５）。この状況を調べるため，49店舗
の店頭調査を行ったところ，認定マークを掲示する
店舗が26店と少ないことや，あっても掲示場所がわ
かりにくいことが確認された。
②　認定小売店の利用状況（問い３－２）
問い３でエコ事業所認定小売店を知っていると回
答した73人に対し，その利用状況を聞いた結果を図
６に示す。「よく利用・だいたい利用している」人は，
知っていると回答した人のうち31%（23人）にとど
まり，30人は無回答であった。
４－３　マイバッグの取り組み（問い６～８）
2007年４月の容器包装リサイクル法の改正により，
環境省から方針の示されたレジ袋の有料化問題につ
いて，消費者意識と行動の現状を調べた。買い物の
とき，買い物袋（マイバッグ）を自ら持参するか聞
いたところ（問い６），「いつも・だいたい」持参す
ると回答した人は42%（128人）であり，全く持参し
ない人も20%（61人）いた（図７）。年齢が若いほど
持参する割合は少ない傾向にあったが，40代では
70%が「あまり，全く」していないと回答した。地
域別に見ると，「いつも・だいたい」持参する人は，
瀬戸内市の64%（22/34人），総社市の60%（16/27人）
で高いのに対して，玉野市，早島町では０%であった。
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レジ袋有料化の認知について聞いたところ（問い
７），「知っている」と回答した人は74%（229人）で
高い認知率を示した（図８）。年代や地域的な違いは
見られなかった。新聞やテレビ等による環境配慮の
取り組みの報道が背景にあることが考えられた。
レジ袋の有料化に対する対応を聞いたところ（問
い８），「マイバッグを持参する」と回答した人は
90%（279人）を占め，「有料でもレジ袋をもらう」
と回答した人は6%（18人）に減少した（図９）。
４－４　再生紙を利用した広告・チラシに対する
小売店のイメージ（問い９～10）
小売店の環境配慮取り組みに対する消費者の受け
止め方を見るため，広告・チラシへの再生紙利用に
ついて質問した結果を図10および11に示す。広告チ
ラシに再生紙を利用していることを知っている（問
い９）と回答した人は72%（221人）で高かった。広
告チラシ・ポスターへの再生紙利用に取り組む小売
店は環境配慮取り組みが出来ていると思うか（問い
10）について，「出来ている」と回答した人は64%
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（197人）あったが，出来ていない（11%，34人），関
係がない（19%，58人）と回答した人も３割あった。
４－５　環境に配慮した商品選びについて
消費者が簡易・省包装の商品や再生品・詰め替え
用品を選択することはRefuse，Reduceの行動であり，
容器包装の削減への配慮行動と捉えることができる。
そこで，包装形態の種類や販売銘柄数の多い５品目
を選定し，これらの購入に関する環境配慮の意識を
調べた。
（１）簡易・省包装の選択（問い14～19）
店頭で簡易省包装やバラ売りが多いトマト，ニン
ジン，リンゴの３品目について購入時の選択形態を
たずねた。量り売り，バラ売りの全体的な利用につ
いても質問し，その結果を図12～17に示す。トレイ
でなく袋入りを「いつも・だいたい」選ぶ人は年代
や地域性に関係なくトマトでは６割，ニンジンで８
割，リンゴで８割であった。しかし，野菜全体のバ
小田淳子　相澤康紀
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ラ売りの利用は３～５割で３品目を下回り，肉・魚
の量り売りの利用は２割前後と低かった。過剰包装
を断る人は全体の６割いたが，年代が上がるにつれ
て減る傾向が見られた。
（２）再生品，詰め替え商品の利用状況（問い20～27）
事前の店頭調査を行い，再生品を使用している商
品の銘柄数が多い文房具，トイレットペーパー，テ
ィッシュペーパーと詰め替え商品の銘柄数が豊富な
シャンプー，リンス，ボディーソープについて購入
時の選択形態を質問した。その結果を図18～25に示
す。文房具の再生品使用品を「いつも，だいたい」
購入する人は４～６割であったが，トイレットペー
パーおよびティッシュペーパーでは約７割の人が利
用すると回答した。シャンプー，リンス，ボディー
ソープ，食器用洗剤の詰め替え利用は全体で８割を
超えたが，年代が上がると低下した。使い捨て商品
の買い控えは全体の63%が「いつも，だいたい」行
っていると回答したが，年代や地域間でばらつきが
あった。
商品選択行動に関する環境配慮意識の傾向を見る
ため，「いつも・だいたい行っている」と回答した割
合の高い項目から順に表３に示した。シャンプーや
リンスなどの詰め替え用品，野菜果物の袋入り商品
を選択する消費者は全体の7割以上を占めた。使い捨
て商品を買い控える，過剰包装を断る，文房具の再
生品を購入するなど，意識して商品購入にあたる行
動は４～６割程度であった。肉・魚の量り売りの利
用が最も低く，２割以下であった。
４－６　店頭回収の利用
（１）利用状況　
小売店で行われている店頭回収について消費者側
の利用状況を聞いた（問い11）。店頭回収を「いつ
も・だいたい」利用している人は46%（141人）で半
数にとどまり，全く利用しない人は全体の26%（82
人）であった（図26）。店頭回収の活用が少ない人で，
市町村の資源ゴミ回収を利用と付記した答えがあっ
た。地域・年代別の違いは見られなかった。また，
購入した空き瓶を小売店に持ち込むReuseの行為に
関しては（問い13），「いつも，だいたい」行ってい
ると回答した人は23%（71人）であり，「全く，あま
り」行わない人が57%（167人）もあった。
（２）回収品目の内容
店頭回収を「いつも・だいたい」利用していると
回答した141人に対して，回収品６品目（ビン類，缶
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類，PETボトル，牛乳パック，トレイを含むその他）
の排出状況を聞き，利用人数を図27にまとめた。各
品目の利用者数に対して，「いつも・だいたい」出し
ていると回答した人の割合を求めると， PETボトル
80%（109/136），牛乳パック69%（90/131），トレイ
含むその他82%（59/72)，カン56%（68/122），ビン
54%（65/120）であり，PETボトル，トレイ含むそ
の他で店頭回収利用度の高いことが示された。
５．まとめ
岡山県消費生活問題研究協議会会員の協力を得て，
地域の消費者309人を対象にしたアンケート調査によ
り，購買行動における環境配慮意識の現状を分析し
た。その結果，店頭で目に見えやすい省包装品，詰
め替え商品などの選択行動には環境配慮が見られた
が，地域のエコ店の利用や店頭回収の利用，マイバ
ッグの利用など意識して行動する項目では，回答者
の半数以下にとどまった。以下に，項目ごとにまと
めた。
（１）購買行動では，買い物の主な購入先として85%
の人がスーパーと答えており，また，７割の人は週
に毎日～３・４日買い物をする人であった。環境配
慮取り組みを行う小売店として岡山エコ事業所認定
制度で認定を受けた店舗を知っている人は24%と少
なく，認定マークを見たことある，或いは利用する
人の割合も低かった。
（２）マイバッグへの取り組みでは，マイバッグを
「いつも・だいたい」持参している人は42％であった
が，有料化に対しはて90％がマイバッグ利用で対応
すると回答した。これに対して販売側の対応を見た
事例として，小田らが行った県内小売店108店舗の環
境配慮取り組みの調査によると 10），レジ袋削減の取
り組みは85%の店舗で回答があったものの，有料化
の実施店は11%（同系列の12店舗）にとどまり，検
討中であるが時期不明の店舗は75%（81店）にのぼ
ったことが報告されている。
一方，全国調査においては，環境省が2007年３月
に実施したレジ袋や容器包装リサイクル制度に関す
る２つのアンケート調査結果（2007年５月30日公表）
がある。回答した消費者の59.8%がマイバッグを所有
し、レジ袋の有料化に46.4%が賛成と回答している 11）。
また，小売店側の調査では，38.1%がレジ袋の削減目
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標を定め、9.4%がレジ袋の有料化を実施しているこ
と、レジ袋有料化を実施している小売店の64.6%が
「有料化による売上げへの影響がなかった」と回答し
ている。今回の調査結果を環境省の調査と比較して
みると，消費者側の取り組み，小売店側の対応の両
面において，全国レベルより低いことがうかがわれ
た。
（３）商品選択行動に関する環境配慮意識のうち，簡
易・省包装の選択，再生紙使用の商品，詰め替え用
品についてみると，野菜果物の袋入り商品，詰め替
え用品を選択する消費者が比較的多かった。商品に
よっては，小売店側の販売形態が定着して選択の余
地がないものもある。包装形態の選択は小売店側が
提供する販売形態に左右される要因が大きく，小売
店側の環境配慮取り組みも一層重要であると思われ
る。今回，消費者の環境配慮が現れた行動は取り組
みが比較的見えやすい項目である。これに対して，
使い捨て商品を買い控える，過剰包装を断る，文房
具再生品の購入，肉・魚の量り売りの低い利用率は
意識的に商品購入に配慮して取り組む項目であるた
め，この違いが今回の配慮意識の順序として出たの
ではないかと思われた。
（４）企業の配慮取り組みのイメージとして，チラ
シ・広告への再生紙利用について聞いた。印刷用紙
類の再利用については森林資源保護の観点から社会
に浸透してきているが，本調査では，小売店のチラ
シの再生紙利用に取り組む現状が認知されているこ
とと企業の環境配慮取り組みに対する消費者の受け
止め方には違いがあると思われた。
（５）岡山県内の小売店が取り組んでいる容器包装類
の店頭回収の状況は，小田らの報告 10）によると実施
店舗は80%（48/60店）と高く，回収品目は牛乳パッ
ク，トレイを含むその他，PETボトルが主体であっ
た。本研究での消費者の利用状況をみると，回答者
の46％しか積極的な活用を図っていないことが確認
された。
容器包装リサイクル法に掲げる「容器包装類の回
収」が消費者に周知され，行動に反映されるために
は，取り組みを行っている小売店側が啓発用看板を
設置する，或いは見えやすい工夫を行うなど積極的
に環境配慮の取り組みをアピールする必要がある。
このことが消費者の環境改善への役割意識を高める
ことにつながるのではないかと考えられる。
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Abstract
Questionnaire survey was conducted in March 2007 to evaluate people’s environmental attitudes and
consciousness in purchasing behavior among members of the consumer organization in Okayama,  Kurashiki
and Takahashi area. The questionnaire consisted of 26 items concerning daily buymanship, carrying of a
shopping bag, acknowledgement and utilization of Okayama eco-shop regime, corporate identity for the
leaflet utilizing a recycled paper, utilization of the recycling collection box equipped in a shop front, and
environmental attitude towards simple economical packing and refilling commodities. This report drew
conclusions by analyzing the result of simplicity totaling from 309 valid respondents in their 20s to 70s who
were classified by age and locality. It showed that  the proportion of pro-environmental behavior among the
consumers was less than 30% for recognition level  of eco-shop regime, 42% for grappling of a shopping bag,
46% for utilizing a recycling collection box, and less than 50% for purchasing something to sell separately or
by weight. Buying behavior for choice of refilling goods or commodities which are not entered into a plastic
tray appeared to be in higher environmental consciousness because  of the proportion of over 70% in the
respondents.    
Key words : purchasing  behavior,  consumers,  environmental  consciousness,  pro-environmental  behavior
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